
簡易版避難確保計画作成の手引き

避難確保計画作成の手引き(通常版)には
関連事項について詳細な説明が記載されて
いますので、ご確認ください。

この様式は水害の危険が生じた際に、施設職員の方が理解し、確認しやすいように作成いたしまし
た。出水期には掲示板に貼り、職員の皆さんでの確認、訓練に活用してください。

地上部を走行するJRと地下を走行する東京メト
ロ等の地下鉄では計画運休の時期は異なります。

早期注意情報（警報級の可能性)があった場合や、前
日、当日の天気予報の精度はかなり高くなっています
ので、施設の事前閉所の判断材料となります

河川の水位は、上流で降った雨で遅れて急上昇する
ことがあります。一方、治水対策も進んでいるため、
水位の数値だけでなく、水位上昇の傾向や降雨量な
ど、気象情報全体で判断します。

避難情報は必ず区が判断して発令する情報です。
たいとう防災気象情報メールに登録しておくと、
すぐに情報を入手できます

浸水の深さはその地点の標高が大きく関わります。
上野・谷中地域を除いた地域は平らに見えますが、
高低差は4m近くあります。また建物の構造でも
異なります。(半地下や地下構造物など)

荒川氾濫を除き、施設が２階以上であれば垂直
避難が可能です。風雨が強くなり、冠水がはじ
まると、施設外への避難はリスクがあります。

避難情報は必ず区が判断して発令する情報で
す。たいとう防災気象情報メールや台東区に
登録しておくと、すぐに情報を入手できます

要配慮者利用施設に指定されると、計画の提出、
訓練の実施が施設の義務となります

施設利用者数は曜日や時間帯によって変動します
が、最大人数を記載してください。各水害のハザードマップについては、

区ホームページ
または台東防災アプリ 防災マップ 水害マップで
確認できます。
特にアプリでは、地図をタップすれば、その地点の
浸水の深さのほか、標高も表示されます。

手引きには各氾濫の留意事項を記載

、

アンドロイド用

アイフォン用

施設は浸水しない場合でも周囲は全て浸水区域の場合
があります。



表面で施設ごとの浸水の深さや情報収集方法を理解し、この面では具体的な対応(判断・情報伝達、備蓄品)について確認します。休校・休所の判断は、その施設の特徴、利用者、

その保護者の生活状況等によって異なりますので、その実情に合わせて、災害発生時に有効な計画であることが重要です。

通所施設も風水害だけでなく、地震にも備えて日
頃から備蓄品の確認をしてください。このリスト
は例示であり、施設利用者の状況、避難方法に合
わせ、適宜、選択してください。備蓄している場
合には、✔または○をしてください。

出水期となる前に訓練を実施してください。ハザー
ドマップを見ながら、計画書を職員で確認すること
なども訓練を実施したことになります。

によりの上野浸

浸水

保育園のお迎えや認知症デイサービス等の日中介護な
ど、天候が悪化することがわかっていても事前休所・
休園が困難となる施設があるため、事前休所の基準は
異なります。警戒体制となることが見込まれる場合は、
注意体制時に周知するなど、早めの対応をとります。
ほかの記入例
・気象庁24時間予報で警報が表示されている場合
・計画運休が事前発表された場合

１階のみ施設で否となる場合、「高齢者等避難」が
発令された際には速やかに施設外に避難します。可
の場合でも施設内避難の準備を始めます

１階のみ施設で「施設内での安全確保」が否となる場合、
「高齢者等避難」が発令された際には速やかに施設外に
避難します。可でも施設内避難の準備を始めます。
ほかの記入例
・施設内避難が容易の場合 ⇒ 避難指示発令後

・近くの系列施設に避難可能（区避難場所開設前）
⇒ 警報発表後（避難後に引き取り）

事前の臨時休所、開所後の引き取り、施設内外への避
難時の混乱をなくすため、保護者への情報伝達につい
ての事前準備等は重要です。
ほかの記入例
・引渡しの場合、時間・場所を明確に伝える
・災害用伝言ダイヤルの利用等について検討する。

警戒体制になる恐れがある、または移行した場合、
臨時休所・引き取りの判断を行います。施設利用者、
使用可能階数、施設立地などで基準は異なります。
ほかの記入例
・6時間以内の気象予報で警報となる表示がある場合
・浸水キキクル、洪水キキクルが黄色になった場合

風水害の避難場所は事前確認し、職員で共有しましょう。
地震の避難先とは異なります。最寄りの避難場所が浸水
域内にある、または施設は浸水しないが、周囲が浸水し、
孤立することもありますので、浸水域外で孤立しない避
難場所も確認することが必要です。また区開設の避難場
所が開設されているかを確認してから避難しましょう

荒川氾濫や高潮は台風に伴う早期注意情報などで
対応が可能ですが、集中豪雨による神田川・内水
氾濫は判断基準をもとに活動内容を決定します。

情報収集・共有については全体制で継続します。
警戒体制に移行した場合、
・引き取りを含めた家族連絡のタイミング
・避難先が施設外の場合、避難開始のタイミング
が活動内容の中心となります。

浸水これらの情報が発令される際には、計画運休が実施さ
れる可能性が高いですが、事前休所ができない場合は
危機・災害対策課にご相談ください。


